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学校法人等運営費補助金（一般分）配分基準について

《高等学校》

【基本割】

総配分額（特別対策割分を除く。以下同じ ）の８０％に相当する額を基本割とし、次の各項目。

により配分する。

区 分 配 分 基 準

標準経費割 ・総配分額の６０％に相当する額を各学校ごとの標準運営費で按分した額

標準経費割＝『教職員数割』＋『生徒数割』

１ 教職員数割

<算出方法> 単価×標準教職員数

①単価……………地方交付税で用いられる高等学校の教職員単価

②標準教職員数…各学校の教職員の定数積算は、｢公立高等学校の適正配置及

び教職員定数の標準等に関する法律（以下 「標準法」と、

いう 」に準じて算出。）

２ 生徒数割

<算出方法> 単価×生徒数

①単価……………地方交付税で用いられる高等学校の生徒経費に係る単価

②生 徒 数……… 月 日現在の収容定員内実員5 1

学級数割 ・総配分額の１０％に相当する額を各学校ごとの学級数で按分した額

<学級数>

募集定員により算出した標準学級数と実学級数を比較し少ない方

学校割 ・総配分額の１０％に相当する額を各学校ごとに均等に配分した額
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【調整割】

総配分額の２０％に相当する額を調整割とし、下記により配分する。

区 分 配 分 基 準

・募集定員を著しく超えて入学させている学校に対して減額措置を講ずるとと経 定員充足

もに、それ以外の学校に対し配分を行う。営 状況割

、 、 （ ）状 ・減額 配分については 過去３カ年の定員充足率・生徒数 募集定員内実員

に応じて行う。況

割 (ｱ) 減額措置

３カ年間の１年生の定員充足率が１１０％を超えている場合、超えている

生徒数に私立高校の県平均授業料の１／２を乗じた額を減額する。

ただし、３カ年間の１年生の定員充足率が１１０％以下であっても、当該

年度の１年生の定員充足率が１２０％を超えている場合も同様とする。

(ｲ) 配分

３カ年間の１年生の募集定員内実員合計に、下表により求めた点数を乗じ

、 、て得た数をもとに 総配分額の３％相当額と減額措置額の合計額を按分して

該当校に配分する。

定員充足率 点数の積 (Ａ=定員充足率)

９５％未満 Ａ＋５＋（９５－Ａ）／２

９５％～１０５％ １００

１０５％～１１０％ １００－２０×（Ａ－１０５）

・県立高等学校の給与水準を１００とした場合の各学校の給与水準に応じて、給与水準

配分額の３％相当額を按分し、該当校に配分を割 下表で求めた点数により、総

する。

給与水準 点 数

～ ９５ １５点

９５～１０５ ２０点

１０５～１０７ １０点

１０７～１１０ ５点

１１０超 ０点

・保護者負担総額（入学金＋３年間の月納金）の引上額が、引上額の県平均額保 保護者負

護 担引上抑 （１年生：募集以下の学校に対して、下表により配点し、その点数に生徒数

配分額の４％相当額を按分し、者 制割 定員内実員）を乗じて算出した数により、総

該当校に配分する。負

担 県平均 当該校引上額 点 数－

軽 １円～ ２，５００円 １０点

減 ２，５０１円～ ５，０００円 ２０点

努 ５，００１円～ ３０点

割
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・保護者負担総額（入学金＋３年間の月納金）が、県平均額以下の学校に対し保護者負

担低額割 下回る額に、生徒数（１年生：募集定員内実員）を乗じて額を算出したて、

配分額の４％相当額を按分し、該当校に配分する。数により、総

専任教員 標準法により算出した教諭数に対する、専任教員の充足割合に応じて下表で教 ・

充足割 求めた点数により、総配分額の３％相当額を按分し、該当校に配分する。育

努 専任教諭数÷標準法数 点 数

力 ９５％超 ２５点

割 ８５％～ ９５％ ２０点

７５％～ ８５％ １５点

６５％～ ７５％ １０点

６５％未満 ５点

・収入に占める教育研究経費支出（減価償却費は除く ）の割合に基づき、下表。

で求めた点数により、総配分額の３％相当額を按分し、該当校に配分する。

教育研究経費 ÷ 収入 点 数

１０％超 ２５点

５％～ １０％ ２０点

５％未満 １５点

特 生徒急減 ・生徒急減対策として、各学校ごとに前年度の募集定員内実員数と当該年度の

別 対策割 募集定員内実員数を比較し、減少した生徒数に応じて定額（2,400千円）を按

対 分し、該当校に配分する。

策

割 魅力ある ・魅力ある学習指導の工夫改善を推進するため、当該年度に増員した専任教員

学習指導 数に応じて算定する。

推進割 ①対象となる魅力有る学習指導の工夫改善

１ 個に応じた 通科における多様な教科・科目の開設と指導法

教育の充実 の工夫

①職業系の類型・コースを開設

（職業系科目10単位以上）

多様な教科・科目の開設

（45科目以上の教科・科目の開講）

③外国語等の少人数指導

（１クラス20人以下編制）

２ 新しいタイ ①国際関係学科

プの学科の開 ②外国語関係学科

設 ③福祉関係学科

④総合学科
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特 魅力ある ３ 家庭科の男 平成６年度からの家庭科の男女必修化に伴う家

別 学習指導 女必修化に伴 庭科担当教員の増員採用

対 推進割 う教員の増員

策 ②算定方法

割 ・増員した専任教員数× ， 千円1 000

情報化推 ・情報教育の推進を図るため、教育用コンピュータ等をレンタル又はリース方

進割 式により整備若しくはインターネットを利用した教育活動を実践するために

要した経費に対し、次により算定する。

１ コンピュータ等のレンタル・リース

①対象経費

・当該年度に支出する教育用コンピュータのﾚ ﾝ ﾀ ﾙ ･ ﾘ ｰ ｽの経費

②算定方法

・対象経費の の額と 千円を比較して少ない方の額1/2 2,000
２ インターネット

①対象経費

・当該年度に支出するインターネット経費（通信費(電話回線)､プロバイダ

ー経費）

②算定方法

・対象経費の の額と 千円を比較して少ない方の額1/2 200

教員資質 ・教員の資質向上を図るため、研修等への派遣に要した経費に対し、次により

向上促進 算定する。

割 ①対象となる研修及び単価

対象となる研修 単価

ｱ 国内研修 円. 100,000
ｲ 大学や大学院での再教育のための派遣.
ｳ.社会体験研修

ｴ.情報研修

ｵ 海外研修 円. 200,000
②対象経費

・当該年度に学校が支出する教員の研修等派遣の経費。ただし、単価（上

表）に派遣教員数を乗じた額を上限とする。

きめ細か ・多様な指導方法を展開して、きめ細かな学習指導を推進するため、当該年度

な学習指 に増員した専任教員数に応じて算定する。

導推進割 ①対象となるきめ細かな学習指導

・個別指導やグループ指導

・繰り返し指導や習熟の程度に応じた指導

・ティームティーチングによる指導

・体験的で問題解決的な学習を重視する指導
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特 ・中途退学・不登校に対する指導

別 ・進路指導の充実 等

対 ②算定方法

策 ・増員した専任教員数× ， 千円1 000
割

ＩＴ教育 ・コンピュータを活用した教育を推進するため、情報教育技術者の活用に要し

推進割 た経費に対し、次により算定する。

①対象経費

・当該年度に学校が支出する人件費（ＩＴ教育を行うため情報処理技術者

資格を持つ職員経費）を対象とする。ただし、1,000千円を上限とする。

②算定方法

12 1/2・常勤の場合、本俸月額× 月×

48 1/2・非常勤講師の場合、時間単価×週当り時間数× 週×

学校安全 ・生徒の安全確保や学校の安全管理のため、施設や設備等を整備するために要

対策割 した経費に対し、次により算定する。

①対象経費

・当該年度に学校が支出する施設設備等工事費及び設備購入費等

②算定方法

・施設設備等工事費及び設備購入費等の合計額の1/2の額。ただし、2,000

千円を上限とする。

体験学習 ・ボランティア活動や自然体験活動などの体験学習活動を実施した生徒数に応

推進割 じて算定する。

①算定方法

・ ×収容定員内実員@230



- 6 -

【入学辞退者からの入学徴収額改善割及び体育・文化活動振興割】

入学辞退者から徴収した入学時納付金（入学金及び施設設備費（入学時）をいう。以下同じ ）。

が別に定める額を超える場合、配分額（基本割、調整割、特別対策割の合計額）から別に定める

額を超える額の区分により得た額を控除し、その額を、入学時納付金の引下げを行った学校や体

育・文化活動分野において､県大会以上で優秀な成績を納めた学校等に対して配分する。

区 分 配 分 基 準

入学金先取額に ・入学辞退者から徴収する入学時納付金が別に定める額（ 円）を超え50,000
応じての減額 る場合、その超える額に次の基準の率を乗じた額を減額する。

( ) 別に定める額を超える額 率A
円以下 ％20,000 45
円～ 円 ％20,000 40,000 50
円超 ％40,000 60

入学金先取引下 ・入学時納付金の引き下げを行った学校に対し、引き下げによる減収額に応

割 ( ) じて配分する。B
<算定方法>

減額した額に募集定員内実員× を乗じた額0.8

体育・文化活動 ・体育・文化活動分野において、次の成績を収めた個人・団対体の数により

振興割 ( ) 配分する。C
区 分 金 額

千円 千円県 大会 １位 (個人) 、(団体)30 100
千円 千円中国大会 １位 (個人) 、(団体)50 200
千円 千円全国大会 １位 (個人) 、(団体)200 500
千円 千円２位 (個人) 、(団体)100 300
千円 千円３位 (個人) 、(団体)50 200

入学金先取額据 ・ 入学金先取額に応じての減額」のない学校に対して、教育努力割の比率に「

置割 ( ) 応じて配分する。D
・算定方法

当該校の教育努力割配分額

{( ) }×-A -B-C
対象校の教育努力割配分額の総額



特別対策割の導入時期について

＜高等学校＞

H７ H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

40人学級編成推進割 ○

生徒急減対策割 ○

魅力ある学習指導推進割 ○

情報化推進割 ○

教員資質向上割 ○

きめ細かな学習指導推進割 ○

ＩＴ教育推進割 ○

学校安全対策割 ○

体験学習推進割 ○

＜中学校＞

40人学級編成推進割 ○

情報化推進割 ○

教員資質向上割 ○

学校安全対策割 ○

体験学習推進割 ○

きめ細かな学習指導推進割 ○

＜小学校＞

40人学級編成推進割 ○

情報化推進割 ○

教員資質向上割 ○

学校安全対策割 ○

体験学習推進割 ○

きめ細かな学習指導推進割 ○

＜幼稚園＞

3歳児就園促進割 ○

教員資質向上割 ○

満3歳児入園割 ○

ティーム保育推進割 ○

学校安全対策割 ○
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　　　予算の積算方法及び補助金の配分方法について

【高等学校】 平成18年岡山県調査

単価方式 標準的運営費方式 補助対象経費方式 単価方式 標準的運営費方式 補助対象経費方式 区割方式

北海道 ○ ○

青　森 ○ ○

岩　手 ○ ○

宮　城 ○ ○

秋　田 ○ ○

山　形 ○ ○

福　島 ○ ○

茨　城 ○ ○

栃　木 ○ ○

群　馬 ○ ○

埼　玉 ○ ○

千　葉 ○ ○

東　京 ○ ○

神奈川 ○ ○

新　潟 ○ ○

富　山 ○ ○

石　川 ○ ○

福　井 ○ ○

山　梨 ○ ○

長　野 ○ ○

岐　阜 ○ ○

静　岡 ○ ○

愛　知 ○ ○

三　重 ○ ○

滋　賀 ○ ○

京　都 ○ ○

大　阪 ○ ○

兵　庫 ○ ○

奈　良 ○ ○

和歌山 ○ ○

鳥　取 ○ ○

島　根 ○ ○

岡　山 ○ ○

広　島 ○ ○

山　口 ○ ○

徳　島 ○ ○

香　川 ○ ○

愛　媛 ○ ○

高　知 ○ ○

福　岡 ○ ○

佐　賀 ○ ○

長　崎 ○ ○

熊　本 ○ ○

大　分 ○ ○

宮　崎 ○ ○

鹿児島 ○ ○

沖　縄 ○ ○

36 6 5 5 6 4 32

区　　分
予算の積算 補助金の配分
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（岡山県）

予算の積算方法

単価方式 標準的運営費方式 補助対象経費方式

補助対象経費
（経常的経費）

決算額

生徒数

×

×

標準的運営費

×
各基準単価

（公立学校をモデルとして算出）

＝

生
徒
数

教
職
員
数

学
級
数

生徒数を基準に算出

×

補助率

補助率

補助単価

国庫補助単価

地方交付税単価

＋

＋

県調整額
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（岡山県）

補助金の配分方法

単価方式 標準的運営費方式 補助対象経費方式 区割方式

補助対象経費
（経常的経費）

決算額

生徒数

×

×

標準的運営費

×
各基準単価

（公立学校をモデルとして算出）

＝

生
徒
数

教
職
員
数

学
級
数

生徒数を基準に算出

×

補助率

補助率

調整割

標準経費割

学校割

学級数割

区割要素
（例）

10％

60％

20％

10％

配分割合
（例）

補助単価

国庫補助単価

地方交付税単価

＋

＋

県調整額
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×

Ｃ校

Ｂ校

　Ａ校

標準的運営費方式の算定方法（高等学校）

＝

（注１）各基準単価は、公立学校をモデルにして算定した単価

（注２）標準教職員数、標準学級数は、生徒数を基準として、標準法（公立高等
　　　　学校の適正配置及び教職員定数の標準に関する法律）に基づき算定

（注３）私立高校の教育条件の維持向上、生徒に係る修学上の経済的負担の軽減、
　　　　私立高校の経営の健全性等を踏まえ、学校別配分額を調整する場合もあ
　　　　る。

補助金の配分方法

学校別配分額 ＝ 標準的運営費 × 補助率

＝ ×

×

×

×

＝

＝

＝

＝

　

　

　

・教職員費

・学級費

・生徒費

・学校共通費

・教職員１人当たりの
　人件費単価

・修繕費、備品費などの
　１学級当たりの単価

・教育活動費（印刷製本
　代、通信費、教具等）、
　図書購入費などの生徒
　１人当たりの単価

・施設維持費（警備費、
　光熱水費、点検料等）、
　保険料などの１学校
　当たりの単価

・標準教職員数

・標準学級数

・生徒数

　

予算の積算方法

基準単価 基礎数値

＋

＋

＋

標準的運営費
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Ｃ校

Ｂ校

　Ａ校

補助対象経費方式の算定方法（高等学校）

＝

（注１）私立高校の教育条件の維持向上、生徒に係る修学上の経済的負担の
　　　　軽減、私立高校の経営の健全性等を踏まえ、学校別配分額を調整す
　　　　る場合もある。

補助金の配分方法

学校別配分額 ＝ 補助対象経費 × 補助率

予算の積算方法

Ａ
校
総
支
出
実
績

　

・人件費
　　教員人件費
　　職員人件費

・教育活動費
　　印刷製本代、通信費運搬費、
　　教具、図書購入費等

・修繕費、備品費

・施設維持費
　　警備費、光熱水費、点検料、
　　保険料等

・施設費
　（土地、建物等）

・その他の支出
　（借入金返済等）

12



他県の経常費補助金の見直し状況（最近の10ヶ年）

（H18.11岡山県アンケート調査結果）

区 分

県 名 変更時期

予算の積算 補助金の配分

単価方式 標準的運営費方式 Ｈ１６年度

広 島 県 （変更なし） ↑

（区割方式）

標準的運営費方式 標準的運営費方式 Ｈ１３年度

香 川 県 ↑ ↑

(単価方式） （区割方式）

標準的運営費方式 標準的運営費方式 Ｈ１２年度

神 奈 川 県 ↑ ↑

（単価方式） （単価方式）

福 島 県 標準的運営費方式 標準的運営費方式 Ｈ１１年度

↑ ↑

（単価方式） （区割方式）

単価方式 単価方式 Ｈ１７年度

鹿 児 島 県 （変更なし） ↑

（区割方式）

単価方式 単価方式 Ｈ１５年度

長 崎 県 （変更なし） ↑

（補助対象経費方式）

補助対象経費方式 補助対象経費方式 Ｈ１６年度

埼 玉 県 ↑ ↑

（単価方式） （区割方式）


